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アジアにおける知的財産法の展開

――���������成立とその影響――

木 棚　照 一

第１節　�����協定制定の背景と意義

　１．１９９０年代の知的財産法の特徴

　１９９０年代の知的財産法の展開は，世界貿易機関（���）の成立とその付属

協定である「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（����������	��
����


���������	
���	��
�����������������
��������	�
）」（以下，�����協定）の発効によっ

て特徴づけることができる。�����協定は，不正商品の氾濫を排除しようと

するアメリカを中心とする先進諸国の攻勢を背景に，１９８６年１１月から開始さ

れたウルグアイ・ラウンド交渉によって成立したものであった（木棚［１９８９��

３５５�］）。�����協定は，知的財産の保護水準やその実効的行使の制度的保障を

定めるほか，���紛争解決了解に基づくパネルを利用した紛争解決，違反に

対する制裁などを可能とするものであった。�����協定は，通商条約のなか

で知的財産に関する問題を規定するものである。伝統的な知的所有権に関す

る国際機関である世界知的所有権機関（����）ではなく，通商交渉の場で

���のもとで，従来と異なる手法で知的財産権に関する法の展開が図られた

点に特徴がある。

　�����協定は，冷戦後の旧社会主義国家の市場経済への参加を含む急速な



グローバル化，新しく工業化された開発途上国の物の製造部門における競争

力の増大と競争の激化，先進諸国の企業における戦略的資産としての知的財

産権の重視，インターネットとデジタル技術の進歩と普及，バイオテクノロ

ジー，ビジネス方法特許，グラフィック・デザインなどの新しい技術の創造

に対する知的財産権保護の必要性などに対応しようとしたものであり，伝統

的な条約の改正会議の停滞や伝統的な条約の枠内で捉えきれない問題の発生

などに対処しようとするものであった（木棚［２０００��１０４］）。

　しかし，�通商条約によって知的財産権の保護を発展させようとすると，通

商政策の対立が直接知的財産権に関する法政策的対立に持ち込まれる危険性

もあった。また，通商条約は，原則として加盟国に国内法の立法義務を課す

るだけであり，伝統的な知的財産条約のように直接私人間に適用される性質

をもつ規定を含まないとみるのが従来の通説的見解であった（�������［１９９６��

３９０��］）。それだけに，�����協定のもとでの知的財産法の展開をみるには，

協定の規定だけではなく，むしろ各国における国内法の規定，制度的保障や

実行をみておく必要がある。しかし，その前に，なぜこのような通商協定に

おいて知的財産権に関する問題を扱う必要が生じたかを歴史的に遡って概観

しておきたい。

　２．１９９０年代以前の開発途上国における知的財産の保護

　知的財産権は，国際的保護を定める統一私法が最も早くから成立した分野

といわれている。１８８３年の「工業所有権の保護に関するパリ条約（������

�����������	�
������
���
������	������������	�
����
）」（以下，パリ条約），１８８６年

の「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約（������������	
�������

�����������	�
�����	���
���

�����	���������	）」（以下，ベルヌ条約）やその改正条

約は，このような条約の例である。それは，知的財産権の客体が発明，考案，意

匠，商標，著作のような無体物であり，その内容を知ることができ，それを

使用しようとする意欲と能力をもてば，誰でもどこでも利用することができ

��



る性質をもつことに関連する。このような知的財産権の性質から，国境を越

えることによって他人の知的財産を不正に使用しようとする者を排除し，外

国からの新しい知的財産の伝播を促すためには，保護水準や権利行使の実効

性に関する規定を調和，統一する必要が生じる。１９世紀の知的財産条約の成

立と発展は，当時における交通通信手段の発達にともなうものであり，とり

わけ万国博覧会の開催や万国郵便同盟の成立などに端を発したものであった。

１９世紀に成立した伝統的知的財産条約は，内国民待遇という外国人法上の原

則を中心とした寛容で緩やかな統一法であり，違反に対して制裁を課し，条

約の正しい解釈を示す制度をもたなかった。改正に関する外交会議も全員一

致を原則とし，改正条約に加盟するかどうかはそれぞれの国の自由とした。

　１９７０年代から１９８０年代前半においては，南北格差を解消するために開発途

上国の主張に基づいて開催された国連貿易開発会議（������）を中心として，

多国籍企業等の知的財産権の濫用に関する問題点が採り上げられた。その時

代の活動的メンバーであったラテンアメリカの開発途上国の特許法改正の方

向性の特徴は，�実施契約に対する国家的統制，�特許性の制限，�保護期

間の短縮化，�強制実施に関する規定の厳格な適用の４点にあった。輸入独

占権の否認など国内法による特許権の効力の縮減ないし排除の方向性は，多

国籍企業の活動の規制，とりわけ特許権を利用した各国市場の分断など権利

の濫用的行使を制限する効果をもつ。しかし，このような改正は，これらの

国への技術の移転や投資の意欲を減退させ，技術的後進性を固定化させる危

険性をも有した（木棚［１９８９��３１１�］）。また，������の要請を受け入れた１９７４

年９月の����調整委員会の決定を受けて１９８０年２月から開始されたパリ条

約の第９回改正会議においては，開発途上国に対する特別の利益をもたらす

ための追加規定が検討された。そこでは，主として，�第５条�の特許の不実

施に対する制裁措置を強化すべきか，�製法特許の保護範囲に関する第５条

の４の規定を改正して，外国で製法特許に従って製造された製品の輸入を阻

止する権利を場合によって制限してよいものとするか，�優先権を認める前

提要件としての同盟国における発明者証の出願につき特許との出願人の自由
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選択制を要件とする第４条�をさらに進め，自由選択制を採らない場合にも発

明者証出願に特許出願と同様な効果を認めるべきか，�第１０条の４を新設し

て，原産地名称と抵触する商標の使用を禁止できるものとし，潜在的な原産

地名称に特別の保護を与えるかどうか，の４点について対立した。この会議

では，従来の改正会議とは異なって，各加盟国が交渉主体となるのではなく，

開発途上国，先進工業国，社会主義国の各グループが交渉主体となり，従来

当然の前提とされてきた内国民待遇の原則についても批判が出され，グルー

プ内やグループ間の利害の対立が調整できず，外交会議再開の目途が立たな

かった（木棚［１９８９��３８�］）。

　そのような情況のなかで，一方では，パリ条約本体の改正をあきらめて，

パリ条約の加盟国全体ではなく，特定の加盟国のみが参加する協定の締結を

目指し，第１９条の同盟国間の「特別の取極」を生かそうとする先進国側の動

きがあった（木棚［１９８９��４２］）。他方で，１９８０年代におけるアメリカの知的財

産権強化政策の国際的展開と関連して，����ウルグアイ・ラウンドにおい

て知的財産権の問題が取り上げられた（木棚［１９８９��３５５�］）。

　１９８０年代におけるアメリカにおける知的財産の国内的保護強化と二国間交

渉を最大限に利用した圧力とその国際的波及による知的財産権保護に関する

従来の先進国と開発途上国の主張の対立激化のなかで，����ウルグアイ・

ラウンドという多国間の包括的貿易交渉の場で���������体制が形成され

てきた。８年以上のラウンド協議のなかで，当初の知的財産権侵害製品に対

する保護強化から知的財産権の「取得可能性，範囲，使用に関する適当な規

準および原則」の制定とその「行使のための効果的かつ適切な手段の提供」

に重心が移されていった。このようにして�����協定によって達成される各

国知的財産法の調整と調和の意義は，きわめて大きいことを否定できないで

あろう。そこでは，一方では，伝統的な条約の改正会議では認められること

がなかった先進国側の主張を容れ，デジタル技術，バイオテクノロジーなど

の新たな技術の進歩に対応した規定を挿入するとともに，他方では，消尽

（第６条）（１），目的（第７条），原則（第８条）などをはじめ�解釈の余地の広い，
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あいまいな規定を含んでいる（木棚［２００６��１６３］）。

　３．アジアにおける知的財産法の展開をみる意義

　�����協定においては知的財産権保護が強化されたが，技術の移転や普及

への貢献，公衆の健康や環境保護への配慮，知的財産権の濫用的行使の防止

等については，具体的な措置が規定されていない。その点で開発途上国やこ

れを支援しようとする���の反対が強く，過去３回の���の閣僚会議にお

いても重要な決定ができないままに終わっている。知的財産権の国際的保護

を通じて知的財産権者の独占的地位の強化と開発途上国への技術移転・投資

の促進を，どのように均衡を保ちながら発展させるかが課題となっている。

　そこで，本章では，�����協定との関連でアジアの若干の諸国における知

的財産保護の現状と課題を考察したい。�����協定の知的財産権の保護水準

と実効的行使に関する主要な規定を念頭に置きながら，国別に知的財産制度

を支える制度を含めて概観するとともに，各知的財産権ごとにその権利に特

有な問題を含めてこの点に関する国際的規範をどのようにどの程度国内法に

継受しているかをみてみたい。具体的には，保護対象の拡大，医薬品など，

とくに現代における新しい技術との関連性，権利の保護期間・保護要件・効

力の制限などに着目する。�����協定で実現した規定だけでなく，�����交渉

の際に先延ばしされ，あるいは�����協定で明確な規律が必ずしも定められ

なかった問題，たとえば，知的財産権にかかわる製品の並行輸入（���������

������）に関する問題（第６条）やワインと蒸留酒についてのみ強い保護を規

定した地理的表示（���������	�
���
�	������）（第２３条）などに関する各国の対

応もみておくことにする。これらの問題は，後述するように，現在進行中の

ドーハ開発アジェンダにおける争点に含まれている。また，各国に特徴的な

制度についてもできるかぎりみておきたい。同時に，このような各国の国内

法の検討を通じて国際ルール形成の課題を抽出することに努めたい。なお，

�����協定の関連する各規定については紙幅の制約があり個別的に触れない
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が，これについては筆者の別稿（木棚［２００６］）を参照して欲しい。

　対象としては，日本と関連が深く，現在あるいは将来的に自由貿易協定

（���），経済連携協定（���）などが締結され，あるいは，締結される可能性

がある中国，シンガポール，タイを取り上げる。中国，タイは，１９８９年にア

メリカ通商代表部（����）が知的財産保護について最優先要監視国に指定し

た８カ国・地域に入るなど（２），アメリカとの間で知的財産権摩擦が生じ，二

国間交渉の対象とされた経験をもつ。シンガポールはすでに国民所得などの

面で厳密には開発途上国とはいえないであろう。しかし，知的財産権保護に

��

表１　３カ国の知的財産権別登録数の推移

中国

　　　　1998

　　　　1999

　　　　2000

　　　　2001

　　　　2002

　　　　2003

　　　　2004

タイ

　　　　1987

　　　　1990

　　　　1995

　　　　2000

　　　　2001

　　　　2002

　　　　2003

　　　　2004

シンガポール

　　　　2001

　　　　2002

　　　　2003

　　　　2004

35,960

36,694

12,682

16,297

21,473

37,154

49,360

71

141

470

416

796

1,102

1,006

716

7,218

7,584

4,335

5,977

51,397

57,492

54,743

54,359

57,484

68,906

70,623

125

392

389

487

392

34,632

40,053

37,919

43,596

53,422

76,166

70,255

321

333

312

328

720

1,364

1,320

1,328

1,091

1,477

2,293

2,016

157,683

170,715

181,717

229,775

212,533

242,511

587,926

12,293

14,217

19,937

23,146

17,983

23,532

16,712

22,941

34,525

21,301

279,672

304,954

287,061

344,027

344,912

424,737

778,164

392

474

13,075

15,086

21,845

26,001

20,796

25,968

25,021

32,002

41,153

29,294

特許権 実用新案権 意匠権 商標権 総件数

（注）シンガポールは実用新案権を認めていない。 

（出所）各国知的財産統計より筆者作成。



関してみれば，独自の知的財産保護制度をもつようになって日が浅く，法制

度と社会経済的実態，国民の意識の間に大きな開きがあり，途上国における

と類似の現象が生じていることは否定できないであろう。知的財産権の登録

数をみてもいずれの国においても特許よりも商標が中心となっている点でも

開発途上国型の特徴を示している（表１）。

　各国の知的財産法制をみる場合には，関連法規だけではなく，知的財産制

度の社会的な浸透とその運用に着目する必要がある。知的財産権保護強化に

対する社会的な抵抗がみられ，その点についても着目しておく必要がある。

概観では知的財産制度やそれに関する司法制度につき一般に触れ，各知的財

産については特徴的な点に着目してみることにしたい。時期的には，ウルグ

アイ・ラウンド交渉の行方が定まってきた１９９０年前後から，���������成

立（１９９５年）とその後の影響に焦点を絞っている。

第２節　各国における知的財産法制

　１．中国

　�　概観

　現在の中国の知的財産制度は，１９８２年から１９９０年にかけて，特許，商標お

よび著作権法など知的財産法の体系の枠組みが形成されてきた。１９８５年には

パリ条約に加盟している。１９９２年には，アメリカとの間で「知的財産権の保

護に関する了解覚書」を調印した。この時期に，ベルヌ条約（１９９２年），特許

協力条約（����������	�
�������
���
�����）（１９９４年）に加盟している。同覚書

に基づき営業秘密を保護することなど特許法の第一次改正が行われた。１９９５

年にはアメリカとの間で知的財産権の保護実施行動計画に合意した。

　１９９９年１１月には���加盟にアメリカと合意し，２００１年１２月の���加盟に

ともない，急速に知的財産法制を整備してきた。特許法，商標法，著作権法
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の第二次改正が行われたほか，集積回路設計保護条例，技術輸出入管理条例

が２００１年に制定された。

　特許，実用新案，意匠については国家知的財産局，商標については国家商

工行政管理局が，それぞれ審査，登録，侵害の取締り，侵害に対する保護を

担当している。不正競争行為の取締りについては，国家商工行政管理局が権

限を有している。知的財産侵害に対する刑事責任の追及は，公安局と人民検

察院が担当している。

　知的財産紛争の解決のため，侵害者の所在地または侵害行為地の地方政府

の特許業務部門や商工行政管理機関その他の行政機関への申立てによる解決

と人民法院における司法上の解決の何れかを選択することができる（中嶋

［２００３��３３７］）。民事訴訟による司法的救済を選択する場合には，事件の社会的

影響によりどのレベルの人民法院を第一審とするかが決められる。たとえば，

渉外的な特許権侵害訴訟については，被告住所地または侵害行為地の中級人

民法院が第一審とされる（中嶋［２００３��３３７］，国際第３委員会［２００２��１０９７�］）。二

審制が採られている。中国では一般に行政機関における救済の方が有効とい

われてきたが，今後この点は司法機関の整備により変わっていく可能性もあ

る。また，知的財産侵害が犯罪を構成する場合には，付帯民事訴訟の制度が

あり，犯罪により損害を蒙った者は，刑事事件に付帯して民事訴訟を提起し

て損害賠償を請求することができる。この場合，原告は訴訟費用を納付する

必要がなく，付帯民事訴訟を担当する裁判所は，刑事事件で認定した事実を

根拠としなければならない（刑事訴訟法第７７条）（夏［２００５��３４］）。

　�　著作権法

　１９７９年のアメリカとの国交回復とその後の貿易協定交渉を受けて，著作権

法の起草作業が開始された。１９８４年６月「図書，定期刊行物版権保護試行条

例」が公布された。１９８５年に設置された国家版権局のもとで起草作業が開始

され，１９９０年に著作権法が制定された（第一次改正。１９９０年９月７日制定，１９９１

年６月施行）（周［２００３��５３８］）。中国は，アメリカとの１９９２年の覚書を締結し

��



たほか，１９９２年にベルヌ条約，万国著作権条約（��������	
��
������
����������），

および１９９３年に「許諾を得ないレコードの複製からのレコード製作者の保護

に関する条約（�����������	�
������
���
������	��
���������	�
����
������
������

��������	
��
����	���	��
��
���	�
����������）」（ジュネーブ条約）に加盟した。

　国際著作権条約への加盟により，中国の著作権法には，中国の著作物に対

する保護水準と外国著作物に対する保護水準に差が生じた（いわゆる「二重の

基準」）。アメリカは，中国の著作権法上の保護水準が国際著作権条約よりも

低い場合はいつでも，外国の著作物の保護を国際条約に従って保護すべきこ

とを求めた。このあらわれのひとつが１９９２年の国際著作権条約実施規定であ

り，この規則は外国著作物にのみ適用され，そのため，外国著作物は国内著

作物よりも高い水準の保護を享受している（���������	��
［２００２��５］）。国際

著作権条約実施規定による二重の基準の存在は，条約の内国民待遇の原則に

も違反し得るとして廃棄が検討されている。

　コンピュータ・ソフトウェアの保護のため，１９９１年に「コンピュータソフ

ト保護条例」が制定された。当初，準強制登録制が行われたが，１９９３年末の

最高人民法院の通知によって選択的登録制に移行した。１９９９年に国務院弁公

庁が国家版権局による不正複製したコンピュータソフトの使用禁止に関する

通達を配布した。２００１年１２月の「コンピュータ・ソフトウエア著作権保護条

例」によって，保護水準が保護期間を含めてほぼ文字著作物に合わせられた。

　第６条は，民間文藝（��������）の著作物について規定するが，具体的な保

護方法を定めていない。１９９６年に保護条例案がいったん完成したが，その後

棚上げにされ，�２００１年に作業が再開された。これは，ベルヌ条約第１５条４項

に基づくものであり，中国の得意領域に属するのであるから，整備を急ぐべ

きとの有力な意見がある。

　１９９４年に採択された「著作権侵害犯罪の懲罰規定」は，１９９７年新刑法に組

み入れられ，知的財産権侵害の罪が確立した（周［２００３��５３９］）。

　���加盟にともなう国内の関連法規の整備のため，著作権法改正（第二次

改正。２００１年１０月２７日）と著作権法実施条令の改正が行われた。改正は大きく
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２つの点について行われた。第１は，技術措置および権利管理情報の保護に

ついて著作権法上の「権利侵害」とし，かつ技術措置と権利管理情報の削除

または変更は著作権者の許可なしにできない，としたことである（第４７条）。

第２は，インターネット環境に対応した改正であり，情報送信権がネットワー

ク送信に限らないことを明らかにしている。

　�　商標法

　商標法は，�����協定の要求する水準との隔たりが最も大きかった分野で

あった。商標法は１９８３年に最初の知的財産法として施行され（１９８２年８月２３日

採択，１９８３年３月１日施行），１９９３年の第一次改正（１９９３年２月２２日採択，同年

７月１日施行）によって，商標に商品標だけではなくサービス・マークも含む

ことになった。同時に，形式審査に補正手続が規定され，実質審査につき意

見書制度が採用された。また，商標侵害に用いられた商標および商標を作り

出した金型等の没収を認める規定を置いた。

　���加盟にともなう改正は，２００１年１０月の第二次改正で行われた（２００１年

１０月２７日採択，同年１２月１日施行）。注目すべき改正点は次のとおりである。

　第１に，特定の地域を原産地として表示する地理的表示が保護されたこと

である（第３条）。地理的表示は，中国の得意分野のひとつであるから，さら

に広く保護を強化すべきとする見解が有力な学者によって主張されている

（鄭［２００３��１２］）。

　第２は，著名商標に関する規定である。�����協定第１６条２項１文は，周

知商標に関するパリ条約第６条の２，第１項をサービス・マークに準用する

とし，また，同条３項１文は，上記のパリ条約の規定を類似していない商品

やサービスに準用すると定めている。これに合うように商標法の規定が改正

された。まず，登録されている著名商標に関しては，同一でも類似でもない

商品またはサービスについて登録出願したものであっても，公衆を誤認させ，

その著名商標の権利者の利益を害する可能性がある場合には，その登録を許

可せず，かつ使用を禁止する（第１３条２項）。さらに，登録されていない著名

��



商標についても，同一または類似の商品またはサービスに関するかぎり，容

易に混同を引き起こす場合には，登録を許可せず，使用を禁止する（第１３条

１項）。

　第３に，先行的権利の保護に関する規定である。�����協定第１６条１項に

よれば，「いかなる既得権も害しない」ことが商標の登録・使用条件とされる。

従来の商標施行細則第２５条（１９９３年改正）によると，「欺瞞的手段または他の

不当な手段により登録を取得した」場合を除いて，先行する権利が商標登録

に優先されることがなかった。これに対して，第二次改正法ではこのような

主観的要件の如何を問わず，先行的権利を保護すべきことが規定された（第

３１条）。

　第４に，３年間継続して使用していないことによる登録取消制度があるが，

当該商標に係る商品の政府による輸入制限など正当事由がある場合に関する

例外を認めていない（第４４条４号）。これは，�����協定第１９条１項の要件を満

たしてはいないが，商標法施行条例第３９条２項には「不使用の正当事由」が

ある場合には，登録取消を免れることが規定されている。

　第５に，北京のあるデパートが商標の付いた北京服装廠の製品から商標を

除去して，シンガポールのブランドであった「クロコダイル」商標を付して「ク

ロコダイル」ブランド専門コーナーで元の価格の数倍で売った１９９４年のクロ

コダイル事件では，商標を除去された者が商標権侵害を主張したが，他人の

商標を許諾なく除去し，自己の商標をつける行為につき商標侵害でないとみ

た（鄭［２００３��１５�］）。しかし，第二次改正法第５２条４号によって，このような

行為は，登録商標専用権の侵害になることが明らかにされた。また，改正法

第５２条２項では，知・不知という主観的要件を侵害の決定から除外している。

もっとも，「当該商品を自己が合理的に取得したことを証明でき，かつ提供者

に証明できる場合は，損害賠償責任を問わない」（第５６条３項）とする。

　そのほかに，商標権の最初の登録の存続期間および更新の有効期間は，登

録の日より１０年であり，�����協定第１８条の要件を満たしている（第３７条，第

３８条２項）。そのほかに，商標権者に自然人を追加したことや，立体商標を認
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めたことがあげられる（第８条）。

　�　特許法

　１９８５年に施行された最初の特許法（１９８４年３月１２日採択，１９８５年４月１日施行）

は，社会主義体制との整合性を図った特徴的な規定を有していた。

　１９９２年に特許法の第一次改正が行われた（１９９２年９月４日採択，１９９３年１月

１日施行）。特許権保護の技術分野を拡大，３種類の特許保護期間を延長し，

特許の保護レベルで�����協定の規定と整合させた。特許法で規定されてい

る保護対象は，発明創作であり，これには発明，実用新案，意匠が含まれる

（第２条）。発明は，製品，方法およびそれらの改良による新しい技術案（特

許法施行細則第２条１項），実用新案は，製品の形状，構造またはそれらの組

み合わせによる実用に適した新しい技術案（同細則第２条２項），意匠は，製

品の形状，図案またはその組み合わせおよび色彩と形状，図案の組み合わせ

による工業上の利用に適した美観に富む新しいデザイン（同細則第２条３項）

をいう。また，保護期間を，発明については２０年（従来は１５年），実用新案お

よび意匠特許については１０年（従来は５年）に延長し，特許権の保護を強化し

た（第４５条改正）。起算点はいずれも出願日である。これらの点は，２００１年改

正法でも変わっていない。さらに，化学物質特許を認め，食品や医薬品，化

学品自体にも特許権を付与した（旧第２５条の４号，５号を削除）。また，特許製品

の許諾のない輸入を特許権の侵害に該当するものとし，輸入をコントロール

する権利を権利者に与えた（第１１条３項の新設）。

　���加盟にともなう国内法整備の必要から，２０００年に特許法の第二次改正

が行われた（２０００年８月２５日採択，２００１年７月１日施行）。これは，特許制度を

�����協定に合致させること，特許権の効力を強化すること，特許出願に対

する審査期間の短縮によって迅速な審査，権利の早期確定を可能にすること

などを目的とする。第二次改正では重要な改正点として次の諸点がある。

　第１に，特許意匠出願の特許要件について，第２３条では「他人が先に取得

した合法的な権利と抵触してはならない」とする。先行する権利保有者の救
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済を強化し，国内外の出版物に公開発表された意匠または中国国内で公開使

用された意匠でなくとも，先に権利を合法的に取得していれば，意匠特許を

登録した者に対抗できるようになった。先行する権利を有する当事者の法的

な権利および利益を優先させる趣旨である。

　第２に，第三者が特許権者の許可を得なければできない特許の実施につい

て，「輸入」と「販売の申出」が新たに加えられ，特許権の効力を強化した。

特許権の効力に関する第１１条１項に「販売の申出」「輸入」が入った。�����

協定第２８条１項に対応するものである。

　第３に，提訴前の侵害行為の差止および財産保全処分を規定する（第６１条

１項）。関係行為の停止命令および財産保全の措置を申請できる（同２項）。こ

れらは，�����協定第５０条の要求に応えるものであったが，「実際の損害をと

もなわない行為は侵害とならない」とする伝統的な中国の権利侵害法理に対

する挑戦ともいえるものでもあった（鄭［２００３��５］）。

　第４に，被害者の損失または侵害者の得た利益を算定することが難しい場

合，当該特許の「実施特許料の倍数」を参考にして合理的に算定されるもの

とした（第６０条２項）。これに関連して，２００１年６月１９日，最高人民法院審判

委員会は，「最高人民法院特許紛争案件の審理に法律を適用する問題に関する

若干の規定」のなかで特許実施許諾料の１ないし３倍を参酌して賠償金額を

合理的に確定できるものとした（中島［２００３��２５３］）。

　第５に，化学物品特許についても特許期間を出願日より２０年間に延長し，

特許権利者が特許製品の輸入をコントロールする権利を規定した。

　第６に，特許復審委員会のすべての決定に対し，司法審査の道を開いた

（第４１条１項）。通知を受け取ってから３カ月以内に特許復審委員会に復審を

請求できる。同４項「復審決定に不服がある場合，通知を受けた日から３カ

月以内に人民法院に提訴できる」。�����協定第３２条で定める司法審査の機

会を保障した規定である。旧第４３条２項は，特許につき人民法院に提訴でき

るとしながら，３項は実用新案，意匠に関する特許復審委員会の決定を終局決

定としていた。また，旧第４９条２項，３項も特許無効請求に対する特許復審委
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員会決定についても，発明特許に関する決定のみ人民法院に提訴可能とし，

実用新案，意匠の特許権については司法審査の道を閉ざしていた。第４６条３

項に無効または維持の決定につき同様の規定をおく。

　第７に，特許権取消請求制度が廃止された。特許権取消請求は，新規性，

進歩性の要件を欠くという理由によってのみ認められていた。しかし，取消

請求が終了しないかぎり，無効請求の審理に着手しないという実務とも相

まって，無効請求の行使を著しく困難にし，特許権の安定性が害されていた。

そこで，特許権無効請求制度に一本化し，第４１条，第４２条，第４４条を全文削

除，旧第４３条（改正第６４条）の文言を修正した。審理期間の短縮に役立つもの

と期待されている（中島［２００３��２４３］）。

　最後に，旧第６２条２号は，「特許侵害の許諾を得ないで製造しかつ販売され

た特許製品であることを知らないで使用しまたは販売する場合」，「特許権の

侵害とみなさない」とされていた。これは中国で伝統的に認められてきた過

失は侵害を構成しないという権利侵害論に基づくものであった（鄭［２００３��６］）。

しかし，第６３条２項により，「……生産経営の目的で使用し，または販売する

場合」，「その合法的出所を証明することができれば，賠償責任は問われない」

と修正された。

　２．シンガポール

　�　概観

　中国，タイと比較すると，イギリス法をモデルとしてきたシンガポールの

知的財産法制は�����協定への対応のための改正の必要性は少なかったとい

える。むしろ，シンガポールにとっての課題は，イギリスで登録された特許

や商標の再登録を認める従来の輸入知的財産法制から自前の知的財産法制を

整備することであった。

　１９３７年のイギリス特許登録法（����������	
�	��

�������
��	������
������）

に基づきシンガポールに商標の登録とイギリスで登録された特許の再登録を
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行う登録所が設置された。つまり，特許については，イギリスで付与された

特許の効力をそのままシンガポールでも再登録を認める，輸入特許の制度を

採ってきた。１９９４年に制定された特許法は，イギリスの１９７７年特許法の影響

を受け，新たに地域的特許登録制度を採用した。この特許法によって，商標・

特許登録所が整備された。この商標・特許登録所は，１９９９年に法務省の知的

財産法全体を監視するシンガポール知的財産局として再編された（����

［２００２��２］）。その後，２００１年の知的財産局（������������	
��
����	������	��	�����������

����）設置法によりその機能および施設を拡充された。約１３０人の職員によ

り運営されている。商標の審査官２４名，特許については方式審査のみで６～

７名，意匠も方式審査のみで２名となっている。����では実体審査は行われ

ておらず，特許・意匠の審査は，オーストラリアの特許庁に委託されており，

ヨーロッパ関係の特許の実体審査はオーストリア特許庁，そのほか，日本特

許庁をはじめ協定のある機関に委託されている（３）。２００２年１月に日本との

間で���が調印され，同年１１月３０日に発効している。これにともない，２００２

年８月の特許法改正によって実体審査委託機関として日本の特許庁を指定し

た。日本特許庁の付与した特許は，シンガポールで登録することができるこ

とになった。

　商標権，著作権の侵害に関する罪については，権利者が司法長官の許可を

得て訴追することになっている。訴追前に，権利者の申立てに基づき裁判所

が発行する捜索令状を，知的財産権担当部局の警察官が執行し，証拠を確保

する（��������	
�	�
�
��［２００３��１１］）。

　�　著作権法

　１９８７年４月１０日施行の著作権法は，主にオーストラリアの１９６８年著作権法

をモデルに制定され，１９９４年に改正された。おおよそ�����協定に適合して

いるが，著作権の対象（第３８条），著作権侵害の除外規定（第１０６条），私的・

内部的使用の例外（第１１４条，第２４５条）に関する規定は，著作権の排他的使用

の制限に関する�����協定第１３条の観点から再検討の必要があるといわれて
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いる。著作権法は，並行輸入，コンピュータ・ソフトウェアを規定している。

１９９９年改正（１９９９年１２月１５日施行）は，デジタル環境における著作物の使用か

ら生じる争点に触れている。著作権の保護が電子的かつ一時的な複製にも及

ぶことを規定するほか，ネットワーク・サービス・プロバイダーの責任を明

らかにしている。

　著作権はしばしば部分的で弱い権利であり，準独占権とみられる。侵害者

が現実にその著作物を複製したことを証明しなければならない。その代わり

に，より長い保護期間が認められており，著作者の一生とその死後５０年間が

保護期間になる。シンガポールとの何らかの連関が必要であり，公表されて

いないオリジナルの著作物で，創作時あるいは創作が長い期間にわたる場合

はその相当期間，著者がシンガポール市民かシンガポール居住者であった場

合に著作権が存するとする（第２７条１項，４項）。これは，以前はオーストラリ

ア，イギリスなど特定の外国のみに拡張されていた（第１８４条）。そのような場

合に著作者が著作権者（文芸著作などの著作物）（第３０条２項）になった。しか

し，１９９６年１１月１５日から，���加盟国すべてに拡張されている。この改正は

�����協定の内国民待遇と最恵国待遇の原則に適合させようとしたものであ

る（����［１９９７��３４３］）。

　独創性の要件は，著作物についてのみ要求され，著作隣接権には適用され

ない（第２７条）。十分の努力，技術，労働，判断が著者の創作に費やされると

すれば，独創性があるものとされている（�����［２００４��６００］）（４）。

　一般にコモン・ロー諸国は経済的利益を中心に保護しているが，シンガポー

ルは著作者人格権を保護している（第１８８条以下）。これは，１９９８年にベルヌ条

約に加盟したことと関連があると思われる。ネットワーク・サービス・プロバ

イダーの責任に関して，電子商取引法（��������	�
����
���	��

���
１９９８）は，単

なるブラウジングを著作権の侵害とはならないものと定める（第１０条，第１９３

条�）。

��



　�　商標法

　現在の１９９８商標法は，１９９４年イギリス商標法を範としており，マドリッド協

定議定書（����������	�
���
������	��
������
�	�����������	�
�������
���	���
�����

����������	
�	��
����），パリ条約，�����協定に対応している。２００４年に商標

法の改正が行われた。

　周知商標に関する規定（第５５条）は，パリ条約第６条の２，�����協定第１６

条，に適合するように定められた補充規定であり，１９９４年イギリス商標法第

５６条に類似する。この条文に周知性の定義はないが，第２条７項は当該商標

が当該の部門に関連する公衆に一般的に知られている程度を考慮して決定す

べきものとする。シンガポールで周知とされた商標は，登録を拒絶される（第

８条３項�号�）。周知商標については，所有者がシンガポールで営業をする

かどうか，シンガポールにグッドウィルをもつかどうかを問わない（第５５条

１項�号）。１９９９年１月１５日以前の善意の使用に対する影響を及ぼさない（第

５５条９項）。先使用された商標との一定の関係は，不登録事由になる（第８条）。

第８条３項では，周知商標について，類似している商品またはサービスに関

しても登録できないものとしている。

　権利の消尽と並行輸入に関して，第２９条１項において並行輸入を明文上許

容する。つまり，第２７条の登録商標の侵害に関する規定にかかわらず，登録

商標の所有者によりまたはその明示または黙示の同意に基づきシンガポール

国内および国外で拡布された商品に関する商標の使用によっては，登録商標

は侵害されない，とする。これは，商標権につき国際消尽を認めたものであ

り，商品の並行輸入を許容しようとするものである。この規定は，物にのみ

適用され，サービスには適用されない（���������［２００２��１０１］）。２項では製

品の状態が拡布された後に変造され，損なわれ，その製品について登録商標

を使用することが登録商標の識別性または評価に有害である場合には適用さ

れないとする。国際消尽に関する類似の規定は，他の知的財産権についても

みられる。

　シンガポールについてマドリッド協定議定書の発効（２０００年１０月３１日）にと
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もない，同議定書その他の商標に関する条約，協定等の規定に国内的効力を

付与する規則を制定する権限を法務大臣に与えた商標法第５４条も施行された。

同議定書による商標の国際登録を行うため，商標（国際登録）規則（���������

［������������	
����
�������］�����）が制定された。登録されていない商標の侵害

について，その侵害の阻止または侵害賠償請求をする手続は存在しない。

　１９９８年には地理的表示法が制定された（１９９９年１月１５日施行）。同法第３条

２項によると，次のような行為が禁止されている。つまり，�地理的表示に

よって表示された場所から産出していない物に関し，物の地理的原産地につ

き公衆を欺くような方法で地理的表示を使用する行為，�パリ条約第１０条の

２の意味における不正競争行為になるような地理的表示の使用，�地理的表

示に示された場所が原産地ではないようなワインおよび蒸留酒に関する地理

的表示の使用，である。以前から，地理的表示につき商標登記または登録が

ない場合にも，地理的表示に違反する行為は，パッシング・オフとして不法

行為にされてきた（�����［２００４��６４２�］）。

　�　特許法

　１９９４年特許法の制定以前は，イギリス特許またはイギリスを指定国とする

ヨーロッパ特許のいずれかを取得した者は，それらの特許付与後３年以内に

シンガポールで登録を受けることにより保護された。この特許法のもとで，

シンガポールは，パリ条約，���，「微生物の寄託の国際的承認に関するブダ

ペスト条約（��������	
�����	
�	���	���������
�����������	�����
�	�����
���	��
�

�����������	
	�����
��������	�	��������������	�
���）」の加入書の寄託を１９９４年

１１月２３日に行い，１９９５年２月２３日発効した。この法律により，シンガポール

で最初の出願ができるようになり，この出願に基づいて条約による優先権が

保障されることになった（���������	��
	���
�	�
��［１９９７��３２４］）。１９９５年改正

は�����協定のための法改正である。

　特許法は，第１３条において特許要件を新規性，進歩性および産業上の利用

可能性を有していることと規定している。１９９５年改正によって，数学的方法，
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ビジネス方法，コンピュータ・プログラムなどを発明から除外していた同条

２項および関連する５項を削除した。この削除により，何が発明なのかに関

する解釈がより重要になった。しかし，ビジネス方法特許や遺伝子配列に関

する特許を認めるには，なお政策的，倫理的問題が残されている（�����［２００４��

６１９］）。実用新案制度はない。

　第３４条によると，シンガポール居住者による外国出願に関する制限が規定

され，登録官により与えられた書面上の記録なしには，出願または国外にお

ける出願の根拠とすることは原則としてできないとしている。ただし，シン

ガポール国外での出願の２カ月以上前に同一発明についての特許出願が登録

所に登録されたか（同条１項�号），シンガポールにおける出願に含まれている

情報の公表を禁止したり，制限したりする第３３条に基づく指示が発せられな

いか，そのようなすべての指示が取り消された場合（同条１項�号）にはこの

限りではない。ここでいう居住者には，自然人のみではなく，シンガポール

で設立されシンガポールに拠点を有する会社や組合も含む（����［２００１��

５２］）（５）。また，シンガポールの居住者には，移民法に基づいて適法に発行さ

れた有効な居住許可を得て問題となる時に居住する人を含む（第３４条４項�号）。

第３４条に違反した場合には，５０００シンガポールドル以下の罰金，１年以下の懲

役またはその双方が科せられる（第９９条）。居住者が外国出願する場合に原則

として国内出願を義務付ける点で興味深い規定である。

　クレーム解釈については，イギリスの判例の立場を基本的に受け継いでい

る。文言上の侵害は，侵害製品がクレームされた発明の個々の特徴のすべて

を再現している場合に生じる。しかし，問題とされる侵害がクレームされた

発明の単純な複製ではなく，その変更物である場合には，その変更物が本当

に特許を侵害するかどうかを決定する場合に困難を生じる。この点に関する

基本的な立場は，被告がクレームされた発明の「核心および真髄（��������	�

�������）」あるいは本質的ないし不可欠な部分を採りいれていれば，その特

許が侵害されたことになり，以前のように単純な文言的解釈ではなく，目的

論的解釈を特許請求範囲の解釈につき裁判所が採るべきことである。この点
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で，１９８２年の貴族院（�����������	
�）の�������事件判決が参照されている

（�����［２００４��６２１�］）（６）。

　第７７条においては，侵害手続における理由のない脅迫に対する救済が規定

されている。特許侵害手続において配布文や広告その他の方法で第三者から

脅迫を受けた当事者は，裁判所に対して脅迫の不当性の宣言，脅迫の差止請

求および脅迫により被った損失について損害賠償請求の救済を求めることが

できる。

　第５１条以下においては，譲渡および実施許諾に関して規定し，特許の譲渡

または信託は，当事者によりまたはその代理人によって書面で署名されない

かぎり，無効とする。����への登録が可能である。

　特許権の保護期間は原則として出願日より２０年であるが（第３６条１項），一

定の場合に特許期間の延長が認められている。たとえば，特許付与につき出

願日から４年以上登録官による相当でない遅滞があった場合には，４年を超

える遅滞部分につき期間の延長が認められている（第３６条�）。�

　意匠については，２０００年の登録意匠法（����������	
�����	�
�）によって保

護される。平面上の意匠の保護期間は１５年間とされる（第２１条）。以前はイギ

リス１９４９年登録意匠法に基づくイギリスにおける登録が条件であったが，

２０００年１２月１３日から����に直接に意匠出願できるようになった。����は方

式審査のみを行っている点は特許法と同じである。経過措置として，イギリ

スで登録された意匠は最初の登録から更新により最大２５年間の保護を受ける

こととされた（第７７条１項）。

　トレード・シークレットの保護や不正競争防止法については，制定法はな

く，コモン・ローの原則に従っている（���������	��
	���
�	�
��［１９９７��３２３］）。

　３．タイ

　�　概観

　タイは，１９３１年にベルヌ条約に加入するなど，著作権保護には早い時期に

���



法整備を行ったが，特許法が整備されるのは１９７０年代以降であり，現在もパ

リ条約，���には加盟していない。

　�����協定に対応するため，中央知的財産及び国際取引裁判所（��������

������������	
��
����	���	��������������������	
���
�	����	）が設置され，１９９７年

１２月１日から活動を始めている（７）。知的財産だけでは事件数が少ないため，

国際取引事件も管轄する。タイでは，最高裁判所の判例のみを公開するのが

通例であるため，������の判例も重要なものしか公表されていない。現在早

稲田大学２１世紀���「企業活動と法創造」研究所と協力して，判例を公表す

るための判例の英文化の作業が行われている。知的財産に関し係属している

事件は主として刑事事件であり，１９９８年から２００５年までをみると，知的財産

権関連事件のおよそ９５％を占めてきたといわれている（早稲田大学［２００６�１８４］）。

これは，違法な��などを販売する店員などが訴追される例が多いほか，とく

に著作権侵害については裁判所で科せられた罰金の半額が権利者に支払われ

ることとも関連すると思われる。早稲田大学の報告書によると，知的財産局

の振興と宣伝によると分析されている。

　商務省知的財産局は，１９９２年に設置され，特許室，商標室，著作権室のほ

か，知的財産侵害防止摘発室，知的財産紛争防止解決室，知的財産情報技術

センターなどが設置されている。特許室は，審査については化学・バイオ，

電気・電子，意匠，実用新案に分けられ，２７人の審査官と１６名の臨時審査官

が審査を担当する。臨時職員は，技術系大学等から試験で採用し，３～４カ月

の研修を受けたうえで審査にあたる。年間約７０００件の出願があり，意匠に関

する出願が多い。特許権の権利取得までに要する期間は，特許発明について

は３年から５年，意匠特許については１年から２年，実用新案については３

カ月～６カ月であると通常いわれている。審査は，とくにバイオ，電子の分

野に遅れがある。オーストラリアの特許庁に委託すれば３万バーツの費用が

必要であるが，通常３カ月で審査が終了する。審査のほか，登録，公開，異

議申立審査，ライセンスに分けられている。知的財産紛争防止解決部は，２００２

年１２月から活動を開始したが，２００３年末までに４６件の調停申立てがあり，１１
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件が解決済みであった。事例としては著作権が多いが，商標やトレード・シー

クレットに関するものもある。仲裁も行われており，知的財産の専門家４４名

のほか，知的財産の評価については，銀行��や工業省の役人等３５名が仲裁人

名簿に登録されている（８）。

　�　著作権法

　タイの著作権保護の歴史は，１８９２年の王室図書館の文学作品保護のための

布告に遡ることができるが（��������［１９９８��４７］），１９３１年にベルヌ条約（ベ

ルリン議定書）への加入にともない制定された１９３１年文学的及び芸術的作品保

護法が著作権法の最初のものといえる。１９７８年には，この法律に代わり著作

権法が制定された。現行の著作権法は１９９４年に全面改正されたもので（１９９４

年１２月２１日公布，７８カ条），その内容は�����協定交渉など国際的傾向を反映し

たため，�����協定発効後も改正は必要ないと考えられた（�������［２００５��２３３］）。

１９９５年にはベルヌ条約（パリ議定書）に加入している。登録は保護の要件で

はないが，知的財産局における登録が認められており，登録をするとこれを

裁判所で証拠として使用することができる（���������	��
	���
�	�
��［１９９７��

４５５］）。第４条はコンピュータ・プログラムが文学著作物に含まれることを明

文化したほか，データベースは第１２条により保護される。

　裁判所には，損害賠償の支払を命じる権限が認められており，損害賠償額

は，損害の程度，権利者の逸失利益，必要経費を考慮して裁判所が適当と認

める額を決定する（第６４条）。著作権または実演家の権利に基づく権利侵害の

訴えは，侵害および侵害者を知った時から３年，侵害の時から１０年を経過す

れば，提起することができなくなる（第６３条）。

　著作権侵害（第２７条～第３０条，第５２条）が商業目的の場合には，違反者には

重い刑罰が科せられ，６カ月から４年までの禁固，１０万バーツから８０万バーツ

までの罰金または科料に処する（第６９条２項）。５年以内に再び違反をした場

合には，その違反の罰則規定の２倍の罰則が科せられる（第７３条）。商標法第

１１３条にも同様な規定がある。判決に基づき支払われる罰金の半額は，著作者
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または実演家の権利所有者に支払われる。もっとも，このことは，受け取っ

た罰金の額を上回る損害部分につき民事訴訟で訴える権利に影響を及ぼさな

い（第７６条）。違反物品は，すべて没収，廃棄処分とする（第７５条）。法人の違

反行為については，取締役またはマネージャーが原則として共同違反者とみ

なされる（第７４条）。

　�　商標法

　商標法は１９３１年に制定され，１９９１年に全面改正された（１９９１年１１月１５日公布）。

その制定趣旨には，旧法が時代遅れになり，諸外国ですでに保護されている

サービス・マークや証明標，商標の実施許諾契約等の保護がなされていない

ことや，商標登録出願人の権利や登記官・商標委員会の権限職務に関する規

定が明確でないことが掲げられている。

　１９９１年商標法は，サービス・マーク，証明標，団体商標の保護を規定した。

証明標とは，その所有者が，他の者の商品の原産地，成分，製法，品質もし

くはその他の特徴を証明し，または，サービスの性質，品質，種類もしくは

その他の特徴を保証するため，商品またはサービスの標識またはそれに関連

するものとして使用される標章である（第４条）。

　周知商標については，商務大臣が定める基準により，広く知られた商標と

同一か，その登録の有無にかかわらず，公衆がその商品の所有者や出所につ

き混同を生じるような類似の商標と定義されており，このような周知商標に

ついては登録することができない（第８条１０号）（９）。この規定は，サービス・

マークに準用される（第８０条）。

　不使用取消制度（第６３条）を規定し，商標所有者が登録当時その商標を使

用する善意の意図がなく，実際にその商標を使用したことが全くないこと，

または，登録取消請求より前３年間に商標の使用がなかったことを証明でき

るときは，利害関係人または登記官が当該商標の登録取消を商標委員会に申

し立てることができるものとする。少なくとも前者の点については，商標登

録の維持の要件としての使用に関する�����協定第１９条１項１文の要件を満
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たしていない。

　商標の使用許諾は，書面により，かつ，登録しなければならない（第６８条

２項）。登録官は，使用許諾契約が公衆の誤認混同を招かず，公序良俗および

国の方針に反しないと判断したときに，条件および期限を付して登録受理を

命じる（第６９条１項）。

　２０００年の改正によって�����協定の対応がさらに進められた（２０００年４月１

日公布）。主な改正点として，�標章の定義に色彩や立体形状が加えられたこ

と（第８条）。�国際条約による登録出願をタイ商標法による登録出願とみな

す規定（第１１条の２）が設けられた点がある。

　有標商品の並行輸入については，それまで対立する下級審判例があったが，

２０００年の最高裁判所の����事件（���２８１７�２５４３）判決で国際消尽理論が採

られた。第三者が登録商標「����」が付されたバリカンをシンガポールで卸

売業者から適法に購入し，商標権者の許諾なくタイに真正商品を並行輸入し

た場合に，商標権によって阻止することができないとされた（早稲田大学

［２００６��２５５］）。

　地理的表示については，２００３年に地理的表示保護法（２００３年１０月３１日公布）

が制定され，２００４年４月２８日から登録を開始している。

　�　特許法

　特許法は１９７９年に制定され，１９９２年と１９９９年に改正されている（１０）。この法

律には，発明，意匠，実用新案の保護が定められている。

　内外の環境変化，とくにタイの経済成長，貿易拡大，工業化の進展への対

応を目的とする１９９２年改正には，�����協定の内容を先取りした改革もみら

れる。重要な改正点として次のようなものがある。

　第１に，特許出願できない発明から「食品，飲料，医薬品」などが削除さ

れた（第９条２項）。ビジネス方法特許は認めていないが，化学物質，医薬成

分，食品，飲料，バイオテクノロジー発明には特許を認めている。特許性を

もたないものとしては，コンピュータ・プログラム，科学上・数学上の原理・
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理論のほか，新たに「自然に存在する微生物または微生物の構成要素，動物，植

物または動物もしくは植物からの抽出物」が加えられた。規定上の除外例は

なお多く，特許の対象に関する�����協定第２７条に適合するか疑問が残る。

　第２に，特許の保護期間を１５年から２０年に延長したこと（第３５条）。

　第３に，適当な実施が行われていないことを理由とする強制実施や利用特

許について，�����協定第３１条との整合性をはかる改正が行われた。たとえ

ば，実施を請求する者が，状況に応じた十分な条件と対価を提示して特許権

者から実施許諾を求めるよう努力したにもかかわらず，相当な期間内に合意

できなかったことを示すべきとされた（第４６条の２）。許諾について，�必要な

範囲及び期間を超えないこと，�特許権者が実施許諾を受けること，�実施権

の譲渡が原則として禁止されること，�許諾は，国内の人民の需要を満たすこ

とを重視するものであるべきこと，�対価は，事情に適した十分なものである

べきこと，などの基準が設けられた（第５０条）。強制実施の要件（第４６条）は，

�国内において適切な理由なく特許に基づく製造物の製造がされていないか，

製造方法が使用されていないこと，�特許製品の販売がなされていないか，適

切な理由なく価格が非常に高いか，国内における需要を満たしていないこと，

である。この点は，�����協定第３１条の要件を満たさないように思われるが，

実際上この規定が発動されたことはほとんどないようである。

　第４に，特許委員会による裁定を終局とする規定が削除され，司法審査の

範囲が拡大した。また，侵害行為に対する差止め（第７７条の２），損害賠償

（第７７条の３），違反製品の没収・廃棄（第７７条の４）など裁判所の権限が拡大

された。なお，方法特許に関する侵害の立証につき，製品の品質の類似性が

認められる場合に，当該方法によって生産されたものと推定すべき規定も設

けられた（第７７条）。

　１９９９年改正は，�����協定への対応を主たる目的とするものであり，その

重要な改正点は次のようなものがある。第１に，従来は外国人の特許保護に

ついて相互主義を採用していたが，タイが当事国である特許保護に関する条

約等の加盟国の国民や，タイとこれら諸国に住所を有する者や現実に工業・
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商業を行う者に保護が認められることとなった（第１４条）。

　第２に，実用新案制度を採用したことである。実用新案は，新規性と産業

上の利用可能性をもった発明であることが要求される。保護期間は，出願日

から原則として６年であるが，期間終了日の９０日以内に延長を申請すれば，

１回２年で，２回まで延長することができる（第６５条の７）。方式審査のみで

無審査制がとられ（第６５条の５），審査請求制度が定められている（第６５条の

６）。

　第３に，特許製品の並行輸入について国際的消尽論が採られた（第３６条２

項７号）。特許権者が外国で特許製品の製造または販売を許諾した場合には，

その特許製品の使用，販売，販売のための所持ないし展示または輸入に特許

の独占権に関する第３６条１項を適用しないものとした。

　第４に，国際条約などによる意匠についても特許法に規定されている。意

匠については，産業上の新規の意匠であることを要し（第５６条），かつ，公序

に反したり，登録出願できないものとして勅令で規定された意匠でないこと

（第５８条）が必要である。出願には，意匠を示す図面，その意匠が使用される

物品，明確な権利範囲，省令に基づくその他の項目が挙げられている（第５９

条）。保護期間は，原則として出願日から１０年である（第６２条）。

　以上のべた法律のほか，植物品種保護法（１９９９年１１月２５日公布），集積回路

配置保護法（２０００年５月１２日公布），電子取引法（２００１年１２月４日公布），営業秘

密法（２００２年４月２３日公布）等の関連法規がある。

　４．まとめ

　３カ国の知的財産法について，次のような特徴を指摘することができる。

　第１に，���に当初から加盟するタイ，シンガポールにおいては２０００年の

開発途上国の猶予期間内に法整備を終え，また，２００１年に���加盟した中国

についても各法律の「第二次改正」によって�����協定に適合して知的財産

保護のための法整備，制度整備がほぼ終わっている。また，���発効前の改
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正においてもウルグアイ・ラウンドなどの国際的議論を先取りした改正も行

われていたことが確認できる。知的財産権法の規定を個別的にみると，

�����協定の要件を満たしていないのではないかと疑われる規定が若干みら

れる。

　しかしながら，１９７０年代にラテンアメリカ諸国でみられたような特徴は，

�����協定との関係で制限され，実際上みられなくなっている。とはいって

も，多国籍企業などによる知的財産権行使の濫用が全くなくなったわけでは

ない。�����協定が知的財産保護の強化に傾きすぎている点を今後どのよう

に修正していくかという課題が残されている点は変わらない。この点につい

ては，�����協定を一層均整のとれたものにしていくとともに，多国籍企業

の行動規制に関するソフト・ローを含む国際規律を一層充実させてゆく努力

が必要である。

　第２に，知的財産保護を実現するための制度整備が進められている点であ

る。シンガポールにおいては，２００１年知的財産全体につき権限を有する知的

財産局が整備されているが，タイについては，知的財産局とともに，知的財

産及び国際取引裁判所が知的財産保護に重要な役割を果たしている。

　なお，中国については，従来の伝統的な法理への挑戦とみられる規定を含

むため，このような規定による救済が現実に実効性をもって行われるかどう

か見守っていく必要がある。とくに，司法制度への信頼性が低く，裁量の余

地の広い行政上の救済が利用されることが多いこととも関連して不透明な部

分が残る可能性がある。

　第３に，知的財産侵害に関する刑事手続との関連で被害者に積極的役割を

期待できる制度を定めている点が指摘できる。中国においては，附帯民事訴

訟の制度があり，犯罪に被害者が刑事事件に附帯して裁判の費用を納付する

ことなく損害賠償請求訴訟を提起することができるようになっている。シン

ガポールでも商標権と著作権の侵害罪については，権利者が司法長官の許可

を得て侵害者を訴追できることになっている。タイにおいては，知的財産侵

害，とりわけ著作権侵害に科せられる罰金の半額が権利者に支払われること
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になっている。これらの制度は知的財産権に関する意識を社会に定着させる

ために重要な役割を果たすことが期待される。

　第４に，並行輸入や地理的表示など，�����協定による規律が不十分に終

わった問題について，各国でより積極的な対応が進められている点である。

たとえば，中国，タイでは，民間文藝，遺伝資源，地理的表示の保護の強化

を目指す動きがみられる。シンガポールでも地理的表示の保護強化，拡張に

関心が示されている。また，中国，タイにおいては，改めて実用新案による

小発明の保護が見直され，利用されている。�����協定の枠内でそれぞれの

国における産業や文化の発展に貢献するような知的財産法のあり方を探る姿

勢がみられる。地理的表示については，ヨーロッパ諸国の主張で容れられた

ワインと蒸留酒についての強い保護に加えて何らかの保護を与えるべきかど

うか，そのような保護を与える範囲および要件をどのようにするか問題とな

る。また，知的財産に係わる製品の並行輸入については，シンガポールとタ

イは明文で国際消尽論を認め，並行輸入を許容している。中国でも学説上は

並行輸入の問題が論じられてはいるが，並行輸入をめぐる深刻な問題は生じ

ておらず，並行輸入を許容した判例はみられないようである（夏［２００５��４０］）。

しかし，今後知的財産権の濫用防止に関する各国国内法上の措置のひとつと

して採られている国際消尽論による知的財産権に係わる製品の並行輸入の許

容が，国際的なルールづくりの場で国際規範として明確に取り入れられるべ

きであるという主張も生じてくるであろう。

　�����協定で合意された最低限の保護水準に関して，若干疑問のある規定

も残るが，多くの場合は規定自体としてみれば，おおよそ水準を満たしてい

ると一応いえそうである。知的財産教育についてもそれぞれの事情に応じて

行われているようであるが，しかし，不正商品の横行という情況自体は根本

的に変わっていない。知的財産権行使の濫用防止に関する途上国の主張をど

のようにどの限度で容れることができるのか，本章で抽出を試みた問題を含

めて検討を深めていく必要がある。これらの点について今後どのような国際

的協議や協力が可能であるか，さらに検討すべき課題が残されているという
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べきである。以上のように，各国における新たな法の展開が，ドーハ開発ア

ジェンダのもとで進められている�����協定の見直し作業の背景にあること

は留意されなければならない。

第３節　投資や技術移転の増大と知的財産法の課題

　まず，以上みてきた点に関連して，�����協定改正作業の最近の動向をみ

てみたい。２００１年１１月の���閣僚会議で採択されたドーハ宣言に基づき，現

在新たな貿易交渉が進められており，知的財産権保護に関しても，いくつか

の争点が交渉の対象となっている。本章との関係において重要であるのは，

�医薬品特許に関する強制実施・並行輸入の問題，�地理的表示の高水準の保

護の拡大，�動植物に関する発明に関するものである（���［２００５］）。

　第１に，医薬品特許の保護が開発途上国の人々の医薬品へのアクセスを阻

害するという問題への対応として，医薬品特許について，強制実施や並行輸

入に関する規定の柔軟性（フレキシビリティ）を高めることが強く主張されて

きた。ドーハ宣言においては，「既存医薬品へのアクセスと新たな医薬品の創

出をともに促進することによって，公衆衛生を支援する方法で�����協定が

解釈され，および実施されるべきこと」が述べられた。これを明確にするた

め，「�����協定と公衆衛生に関する宣言（���������	
�	
��
�����
���������

������）」（以下，公衆衛生宣言）が採択された。公衆衛生宣言においては，�����

協定は加盟国が公衆衛生を保護するための措置をとることを妨げるべきでは

ないこと，�����協定のなかに盛り込まれた柔軟性，とりわけ強制実施およ

び並行輸入について，使用する各国の能力を強調した。最貧国については，

２０１６年までに医薬品特許保護に関する除外を延長することに合意した（���

［２００５］）（１１）。

　第２に，地理的表示については，�ワイン・蒸留酒に関する多数国間登録

と，�第２３条によりワイン・蒸留酒にのみ認められた高い水準の保護を他のも
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のに拡大するかが議論となっている。後者は，農業に関する交渉とも関わり，

開発途上国にとってより重要性のある問題である。現行の第２２条による保護

で十分であり，拡張は新たな負担を生み，現在のマーケティング慣行を阻害

するとし，拡張に反対する立場と，拡張が競争者から自国の製品を差別化す

ることによってマーケティングを改善するとする立場とが対立する（���

［２００５］）。

　第３に，動植物の発明や植物品種保護に関する�����協定第２７条３�の規

定の見直しは，生物多様性や伝統的知識の保護に関して開示が争点となって

いる。出願人が発明で使われている遺伝子資源および伝統的知識の原産地国

を開示することを求められるか否か，かかる資源および知識の利用につき「事

前の告知された同意（������������	
�����	�
）」を得たことを示すことを求め

られるか，「公正かつ衡平な」利益分与（����������	
����
�	��
	�	�����������）の

証拠を提供することが求められるか，議論されている（���［２００５］）。

　これらの争点の多くは未だ合意にいたっていない。���������の多国間

の国際的なルール作りの行き詰まりに直面して，�����プラスを目指す側か

ら新たな二国間交渉の場として注目されている�������交渉において，知的

財産条項をどのように挿入すべきかが問われている。継続的な協議機関を設

定し，問題が生じた場合に協議を続けていくことなど最小限の簡単な規定に

とどめるヨーロッパ型にすべきか，�����プラスのかなり詳細な規定を設け

るアメリカ型にすべきか。この点は日本が�������を締結する場合の方針

としても問題となるであろう。日本とシンガポールとの間の���の知的財産

条項は，どちらかというとヨーロッパとの協定の類型に属し，協議機関の設

置や定期的な見直しを内容とする簡潔で包括的な条項を定めるのみである。

それに対し，２００４年１月１日から発効したアメリカとシンガポールの���は，

地理的表示などに関する規定を含む，より詳細で具体的な知的財産条項を含

んでいる（�����・�����［２００４］）。�������は，果たして知的財産法の調

整・調和に向けた有効な一歩となるか，さらに検討を要する課題がある。

　アジアのこれらの諸国では，外国からの投資を誘致し，経済のグローバル
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化に対応するためにも，知的財産の保護を強化することが必要である点は少

なくとも知的財産関係者によっては広く認識されてきているように思われる。

しかし，さらなる知的財産保護に向けた国際的協力と法的調整を構築して，

推進するには，技術移転の促進と投資還流の合理的枠組みの構築の必要性が

強調されなければならないであろう。この点については，現在の知的財産に

関する国際条約においても十分成功していないように思われる（���������	

����������	�
�［１９９７��２１］）。

　少なくとも，�������を締結し，または，今後締結しようとしている国と

の二国間において，具体的に技術移転の促進を可能とするために必要な技術

の公示制度，移転を仲介促進する人材の育成や機関の設置などを検討し，投

資と技術の還流のためのシステムの構築を展望することができる研究をさら

に進めていく必要があるように思われる。

　もっとも，このような知的財産の還流システムを促進するには，その法域

に知的財産を財産として尊重する意識がある程度根づき，かつ制度的に不正

に知的財産を使用することを排除する方向に向かっていることが必要になる。

本章でみた３つの国については，知的財産保護強化に対する社会的反感も根

強く存在することが垣間見られるけれども，�������協定交渉の場でより一

層の調整・調和と知的財産権の実効的行使の保障を二国間協定で確保するこ

とができれば，ある程度その条件は整え得る状況にあるといえそうである。

　知的財産権は，国家の行政行為または法によって付与され，または，登録，寄

託される。したがって，これらの権利に関する法の調和や統一は，審査基準

の調整や共通のガイドラインの作成などという方法はあるものの，制度の基

本的枠組みについてはいわゆるソフト・ローになじみにくい性質をもつ。し

たがって，知的財産権の付与，登録等に関する問題や知的財産権の成立要件，

内容，効力，消滅に関する問題は，どうしても条約，国内法というハード・

ローによる統一が必要と考えられる。

　これに対して，技術移転のためのシステムという観点からは，知的財産権

の成立，内容，効力等と異なり，契約が重要な要素となるので，ソフト・ロー
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が重要な役割を果たし得ることになるであろう。この点を含むより一層の学

問と実務を架橋するような総合的な取り組みが課題になるように思われる。

〔注〕―――――――――――――――

�　一定の要件のもとで知的財産権の効力が当該の権利に係わる製品に及ばな

くなることを消尽という。知財製品の並行輸入に関し，外国で製品が拡布され

た場合にも国内で拡布された場合と類似の要件で消尽を認める見解を国際消

尽論という。

�　他の５カ国・地域は，ブラジル，インド，メキシコ，サウジアラビア，台湾。

１７カ国の要監視国は，アルゼンチン，カナダ，チリ，コロンビア，エジプト，

ギリシャ，インドネシア，イタリア，マレーシア，パキスタン，フィリピン，

ポルトガル，スペイン，トルコ，ベネズエラ，ユーゴスラビアとともに，日本

が挙げられていた。

�　����における筆者のインタビュー（２００４年８月）による。

�　判例として，����������	�
���
��������	���
������（１９２３）������������	
���
	


（１９９２）が挙げられている。

�　������������	�
���
（���１�１９９９��）第２条１項。

�　この判決とその意義については，青山・木棚編［１９９８��１６０�］参照。

�　１９９６年知的財産及び国際取引裁判所の設置並びに知的財産及び国際取引事

件手続に関する法律（１９９６年１０月２５日公布）。

�　タイ商務省知的財産局における筆者によるインタビュー（２００４年８月）によ

る。

�　これに関連し，地理的表示にも係わる事例として，ジャスミン・ライス

（���������	
）あるいはこれと類似する用語を用いてアメリカのタイ米輸入

者が商標登録した事件については，��������	�	�
�	��［１９９８］参照。

�　１９７９年特許法（１９７９年３月１６日公布）。１９９２年特許法（第２号）（１９９２年４月

３日公布）。改正：１９９９年特許法（第３号）（１９９９年３月３１日公布）

�　医薬品を国内で製造することができない諸国が強制実施のもとで生産され

た特許薬を輸入できるように，柔軟性を与えるかが課題となっている。２００３年

８月のカンクン会議において，第３１条の規定を免除する一般理事会決定として

結実した。これは�����協定の改正まで効力を有するとされた。この理事会決

定内容をどのような形に�����協定第３１条の改正に反映させるかが大きな争点

となっている。なお，特許制度を批判し，薬価を下げようとする途上国の批判

に対し，エイズ治療薬に例をとり，反批判を展開し，国連が医薬品援助にどの

ように介入できるか，国による啓蒙努力，保健医療施設の充足などの課題を指

摘するものとして，松井祥二「医薬品開発に不可欠な特許保護と特許制度に対
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する途上国の批判」（『�����』５１巻１０号，２００６年，���６１０以下）がある。
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